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平成１５年１１月２１日

平成１６年３月期  中間決算短信（連結）

上 場 会 社 名  株式会社  ア プ ラ ス                     上場取引所(所属部)  大証(市場第一部)
コ ー ド 番 号  ８５８９                                  本社所在都道府県  大阪府
(ＵＲＬ　http://www.aplus.co.jp)
代 表 者    役職名  取 締 役 社 長     氏名  杉 山　淳 二
問合せ先責任者    役職名  企 画 部 長     氏名  籠 谷  修 司    ＴＥＬ (06) 6245 - 7952
決算取締役会開催日    平成１５年１１月２１日
米国会計基準採用の有無      無

１． １５年９月中間期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）
（１）連 結 経 営 成 績                                                                      （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年９月中間期 ５３,１９８ （ ４.７） １,７６１ （ ２０１.４） １,９５８ （ １７８.９）
１４年９月中間期 ５０,８２１ （ △ １２.４） ５８４ （ △ ７６.７） ７０２ （ △ ７３.４）
１５年３月期 １０６,２５５ ２,２６８ ２,４７２

中間（当期）純利益 １ 株 当 た り
中間（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭
１５年９月中間期 ６０５ （ ７５.３） ９ ４９ ２ ３０
１４年９月中間期 ３４５ （ △ ７７.０） ５ ４１ １ ３１
１５年３月期 ７０６ １１ ０７ ２ ６９
(注) 1. 持分法投資損益 １５年９月中間期 ２１３百万円１４年９月中間期 １０８百万円１５年３月期 ２２４百万円

2.
                         １５年９月中間期  　６３,８２６,０１７株
期中平均株式数(連結)     １４年９月中間期  　６３,８４７,４３８株
    (普通株式)           １５ 年 ３ 月 期  　６３,８４１,４３１株

3. 会計処理方法の変更 無
4. 営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）連 結 財 政 状 態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１５年９月中間期 １,８５４,０１４ ５０,３１１ ２.７ ３１８ ２５
１４年９月中間期 １,８７７,４１５ ４５,８７０ ２.４ ２４８ ６０
１５年３月期 １,８７０,１２４ ４５,４６６ ２.４ ２４２ ３２

(注)
                           １５年９月中間期    ６３,８２３,９９５株        優先株式数については、
期末発行済株式数(連結)     １４年９月中間期  　６３,８４０,０５４株        １４ページを参照してください。
     (普通株式)            １５ 年 ３ 月 期  　６３,８２８,０４０株

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
１５年９月中間期 ５２,５２８ △  ３,２４２ △  ２８,７２１ １１３,９２１
１４年９月中間期 ４９,３３４ △  ７,７１７ △    １,８８８ １３０,９３０
１５年３月期 ３８,６１７ △  ６,８１８ △  ２９,８５４ ９３,１０７

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 7社 持分法適用非連結子会社数　―　社 持分法適用関連会社数 1社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規）　　1社（除外）　　2社　 持分法（新規） ―　社（除外） ―　社

 
２． １６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通　　　　　　期 １０７,５００ ４,０００ １,３００
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   ２０円  ３７銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。



－ 2 －

企 業 集 団 の 状 況

当社グループは、当社、連結子会社７社および関連会社１社で構成されており、主な部門と主要な会社の
当該部門における位置付けは、次のとおりであります。

主 要 な 会 社
部　　　　　　　門

当社および子会社・関連会社

総 合 あ っ せ ん

個 品 あ っ せ ん

信 用 保 証

融 資

当　　　　　社 ―――――――――――

ア プ ラ ス リ ー ス(株)

(株)アプラスビジネスサービス

パシフィック･オート･トレーディング(株)

ＤＡＩＳＨＩＮＰＡＮ(ＣＡＮＡＤＡ)ＩＮＣ．

　　　フロンティア債権回収(株) ※

そ の 他 当　　　　　社

そ の 他 ３ 社

　　
　　
　　
　　
系統図は、次のとおりであります。

金融サービス
当　　　　　　　　社

資金供給等

金融サービス 業務委託等
　　 ア プ ラ ス リ ー ス(株)

　　(株)アプラスビジネスサービス

業務受託等 　　パシフィック・オート・トレーディング（株）

　　ＤＡＩＳＨＩＮＰＡＮ(ＣＡＮＡＤＡ)ＩＮＣ．

　　フロンティア債権回収(株) ※

お

客

さ

ま

　　そ の 他 ３ 社

※　持分法適用会社
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経 営 方 針
１．経営の基本方針

当社グループの企業理念は「私たちはお客さまに対し最高の金融サービスを開発・提供すること
に挑戦します」であります。当社グループは、信販会社という枠組みにとらわれることなく、多様
化が進むお客さまやマーケットのニーズに対して、最高の商品やサービスを提供していきたいと考
えております。その実現に向け、事業ビジョンとして「リテール金融サービス開発企業」を掲げ、
「事業の革新」「現場発信のスピード溢れる業務展開」「開発型企業風土への変革」を経営の基本
方針としております。

２．利益配分に関する基本方針
利益配分につきましては、財務体質の強化および将来の事業展開に備えるとともに、当社グルー
プを取り巻く経営環境等を総合的に勘案し、中長期的な視点にたって株主の皆さまへの安定的な利
益還元を行うことを基本方針としております。

３．中長期的な経営戦略
当社グループは、事業ビジョンである「リテール金融サービス開発企業」の実現に向け、平成
１６年度を最終年度とする第四次中期経営計画『アプラス革新計画 New Challenge』（平成１４年
度～平成１６年度）に取り組んでおります。

　『アプラス革新計画 New Challenge』について
　　 (1) 基本方針

　｢事業の革新｣
　｢現場発信のスピード溢れる業務展開｣
　｢開発型企業風土への変革｣

　　 (2) 基本方針に基づく事業戦略の方向性
事業の革新

　　　　・ショッピングクレジット等の加盟店さまに対し、「ショッピングクレジット事業」をはじめ、
「カード事業」「消費者金融事業」「決済事業」および「ファイナンス事業」の５事業を複
合的に組み合わせることで、多様なニーズにお応えする｢ソリューション営業｣を推進

　　　　・カード事業および決済事業の更なる強化、ファイナンス事業の早期収益化ならびに新規事業
の育成

　　　　現場発信のスピード溢れる業務展開
　　　　・業務の改革へのスピード溢れる取り組みによる｢ローコスト・オペレーション｣の実現
　　　　・事業の革新を支えるインフラストラクチャー、業務フローおよび諸制度の見直し
　　　　開発型企業風土への変革
　　　　・発案した社員が中心となって事業開発を推進

・ 開発型企業風土を支える処遇制度の構築

これらの取り組みにより、平成１６年度には連結自己資本比率２.８％、連結ＲＯＥ３.３％を目
指してまいります。

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況
　当社は、各部門の統括責任者を明確にし業務執行のスピードアップをはかるとともに、その成果
と責任を明確にするため、執行役員制度を導入しております。また、昨年来、取締役数を削減し、
取締役会のもつ業務執行の意思決定と取締役の職務執行の監督という本来の機能の強化に努めて
まいりました。
また、従来より、コンプライアンス委員会を設置し、社内のあらゆる事象に対して法令遵守の観
点からチェックを行うとともに、コンプライアンスマニュアルを制定し、全社員への教育および啓
蒙を徹底してまいりました。
また、本年８月に当社のお客さまの個人情報が社外に流出したことを受け、業務委託先の管理を
含めた情報セキュリティの強化をはかるために情報セキュリティ委員会を設置するとともに、コン
プライアンスおよび意識改革の再徹底に取り組んでおります。
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経営成績および財政状態
１．経営成績
　　 (1) 当中間期の概況について

　　　 当中間期のわが国経済は、株価市況の回復等はあったものの、個人消費が依然低迷を続け
る等、大変厳しい状況で推移いたしました。

　　　 このような中でグループの中核をなす当社においては、事業ビジョンとして「リテール金
融サービス開発企業」を掲げ、昨年度に策定いたしました第四次中期経営計画『アプラス革
新計画 New Challenge』の達成に向けて取り組んでまいりました。当中間期におきましては、
この経営計画の達成をより確実なものとするために、「事業の革新」「現場発信のスピード
溢れる業務展開」「開発型企業風土への変革」の３つの基本方針に基づく諸施策を実施して
まいりました。

　　　 「事業の革新」につきましては、お客さまの多様なニーズにお応えするために、コア事業
毎の取扱商品を明確にし各事業を推進するとともに、商品開発および多彩な商品や機能等を
複合的に組み合わせた「ソリューション営業」の強化に取り組んでまいりました。具体的に
は、平成１５年４月に当社グループの消費者金融会社であった株式会社アプラスプラザおよ
び小口の事業者向け金融会社であった株式会社アプラスビジネスクレジットの２社を当社に
吸収合併し、子会社で培ったノウハウ等を一元化することにより、カード事業およびファイ
ナンス事業の強化をはかってまいりました。また、同年８月には、従来のカード事業を
「ＴＳＵＴＡＹＡアプラスカード」に代表される提携カードを中心とする「カード事業」と、
キャッシング専用のローンカードを中心とする「消費者金融事業」に分離いたしました。商
品開発では、信販業界では初となる失業信用費用保険が付帯されたリビングクレジットを商
品化する等、商品ラインナップを充実させるとともに、ソリューション営業の一環として加
盟店からのニーズの高い集金代行業務等の決済事業の拡充に取り組んでまいりました。

　　　 「現場発信のスピード溢れる業務展開」につきましては、営業店舗の形態の見直しを行い、
よりソリューション営業を強化できる体制といたしました。具体的には、従来、営業店で対
応しておりました申込受付や与信等の後方事務処理を担当するクレジットセンターを仙台お
よび船橋の２ヵ所に新設し、営業店がソリューション営業へより特化できる体制を拡充いた
しました。これによりクレジットセンターは、新設した２ヵ所に既存の名古屋・福岡を加え
た全国４ヵ所体制となりました。

　　　 「開発型企業風土への変革」につきましては、発案した社員が中心となって新商品や新規
事業等の開発チームを組成し、新規事業等の開発を積極的に推し進め、開発型企業風土の醸
成に取り組んでまいりました。この開発チームからの提案を契機とした新規事業として、平
成１５年４月１０日付で、自動車関連事業会社であるパシフィック・オート・トレーディン
グ株式会社（当社１００％出資）を設立いたしました。

　　　 この結果、当中間期の業績につきましては、取扱高は、８,３３５億６３百万円（前中間期
比７.５％増）となりました。営業収益はカード事業および消費者金融事業が好調に推移した
ことにより５３１億９８百万円（前中間期比４.７％増）となり、営業費用は引き続きコスト
削減を推し進めたことによる物件費等の減少はありましたが貸倒費用の増加により、全体と
しては前中間期比増加いたしました。経常利益は持分法適用会社であるフロンティア債権回
収株式会社の業績が好調に推移したこと等により１９億５８百万円（前中間期比１７８.９％
増）となりました。中間純利益は厚生年金基金の代行部分の返上による特別利益の計上があ
りましたが、希望退職者募集等による特別損失の計上や、事業税の一部に外形標準課税が導
入されることに伴う実効税率の変更による法人税等調整額の増加により６億５百万円（前中
間期比７５.３％増）となりました。
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　　 (2) 部門別の業績について
　　　 ① 総合あっせん部門

カードショッピングを主業務とする当部門につきましては、平成１５年４月より当社１
社体制にて発行を開始いたしました「ＴＳＵＴＡＹＡアプラスカード」およびその他の
提携カードの発行枚数が順調に推移いたしましたこと等により、営業収益は２３億２２
百万円（前中間期比１４.０％増）となりました。

　　　 ② 個品あっせん部門および信用保証部門
個品あっせん部門と信用保証部門からなるショッピングクレジット事業につきましては、
引き続き、与信の厳正化に取り組むとともに、生損保等との提携ローンを推進してまい
りましたこと等により、個品あっせん部門の営業収益は９０億７８百万円（前中間期比
１７.２％減）、信用保証部門の営業収益は１６５億２６百万円（前中間期比１.５％増）
となりました。

　　　 ③ 融資部門
カードキャッシングや消費者金融事業であるローンカードを主業務とする当部門につき
ましては、キャッシング機能付きのクレジットカードの発行枚数が好調に推移したこと
に加え、新スコアリングシステムの稼働等によりカードキャッシングが好調に推移した
こと等により、営業収益は２２４億６３百万円（前中間期比２６.７％増）となりました。

　　　 ④ その他部門
集金代行業務を主業務とする当部門につきましては、インターネット関連および賃貸住
宅管理マーケット等での大口先の本格稼働等はありましたが、その他の営業収益の減少
により、営業収益は２４億６７百万円（前中間期比２５.０％減）となりました。

　　 (3) 当中間期の主な実施施策等について
　　　 ① 厚生年金基金の代行部分の返上

平成１５年７月２５日付で厚生労働大臣から厚生年金基金の代行部分の将来分支給義務
免除の認可を受けました。これにより当中間期において、厚生年金基金の代行部分の返
上益として２０億３４百万円の特別利益を計上いたしました。

　　　 ② 希望退職者募集
第四次中期経営計画『アプラス革新計画 New Challenge』の達成をより確実なものとす
るために、構造改革を推し進め、人材の活性化を含めた企業体質の改善をはかる目的で、
希望退職者１００名を募集いたしました（最終退職者：１１６名　退職日：平成１５年
９月３０日）。これに係る割増退職金等として１３億４７百万円の特別損失を計上いた
しました。

　　　 ③ 貸倒費用関連
当中間期の貸倒引当金繰入額は、２１６億７１百万円（前中間期比１４.９％増）となり
ました。
なお、与信強化の観点から、当中間期より、全国信用情報センター連合会（全情連）傘
下の情報センターへのショッピングクレジットのオンライン照会・登録を開始いたしま
した。

　　　 ④ 人件費・物件費等の削減
人件費は、人員効率の向上および職務給の比重を高めた給与体系の見直し等により、前
中間期比４億７０百万円減の８０億８４百万円となりました。
物件費等は、全般について更なる見直しを行い、店舗再編等の施策展開により、前中間
期比５億９４百万円減の１２６億８１百万円となりました。

　　 (4) 配当について
　　　 当中間期の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせていただく所存であります。
　　　 第四次中期経営計画を確実に遂行することにより、早期復配を目指してまいる所存でござ

いますので、何卒倍旧のご支援、ご協力を賜りますようお願い申しあげます。
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２．通期の見通し等
今後の経済動向は、引き続き厳しいものと予想されます。また、当業界におきましても、個人情
報保護への取り組み、加盟店管理の強化および貸金業規制法等の関連業法への対応等、対処すべき
課題は少なくありません。
このような厳しい経済環境の中、当社グループは「リテール金融サービス開発企業」の実現に向
け、第四次中期経営計画『アプラス革新計画 New Challenge』の達成に全社一丸となって取り組ん
でまいります。とりわけ、第四次中期経営計画の基本方針に基づき、コア事業およびソリューショ
ン営業の一層の推進や新規事業の育成に全力をあげて取り組むとともに、個人情報の保護や加盟店
管理の更なる強化および与信の厳正化等にも取り組んでまいります。
これにより、通期（平成１６年３月期）の連結業績の見通しにつきましては、営業収益１,０７５
億円、経常利益４０億円、当期純利益１３億円を見込んでおります。

なお、本年８月に発生いたしました当社のお客さま情報の社外への流出に関しましては、流出経
路等につきましては、情報が流出した可能性のある業務委託先において調査を進めておりますが、
お客さまおよび関係各位に多大なるご心配をおかけいたしましたことは誠に申し訳なく、深くお詫
び申しあげます。お客さまの情報を扱う信販会社としてこの事態を厳粛に受け止め、情報セキュリ
ティの更なる向上、ならびに業務委託先に対する管理監督の一層の強化等により再発防止に努めて
まいります。

３．財政状態
当中間期末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前中間期末に比べ１７０億８百万円減

少し、１,１３９億２１百万円となりました。各活動におけるキャッシュ・フローの状況は以下の
とおりであります。

項　　　　　目 前中間期 当中間期 増 減 額
百万円 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 49,334 52,528 3,194
投資活動によるキャッシュ・フロー △　 7,717 △　 3,242 4,475
財務活動によるキャッシュ・フロー △　 1,888 △　28,721 △　26,833
現金及び現金同等物に係る換算差額 △　　　56 249 306
現金及び現金同等物の増減額（減少:△） 39,671 20,814 △　18,856
現金及び現金同等物の期首残高 91,259 93,107 1,848
現金及び現金同等物の中間期末残高 130,930 113,921 △　17,008

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　　 営業活動により増加した資金は、５２５億２８百万円となりました。
　　 これは主として、売上債権の回収によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　　 投資活動により減少した資金は、３２億４２百万円となりました。
　　 これは主として、貸与資産やソフトウェア等の固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　　 財務活動により減少した資金は、２８７億２１百万円となりました。
　　 これは主として、借入金の返済による資金の減少によるものであります。



－ 7 －

中  間  連  結  貸  借  対  照  表

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
(平成１４年９月３０日現在) (平成１５年９月３０日現在) (平成１５年３月３１日現在)

                    期   別

 科   目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

［ 資 産 の 部 ］ 百万円 % 百万円 % 百万円 %

流 動 資 産 ( 1,770,057 ) 94.3 ( 1,745,951 ) 94.2 ( 1,764,651 ) 94.4
現 金 及 び 預 金 94,375 69,382 87,898
割 賦 売 掛 金 666,103 621,962 666,348
信用保証割賦売掛金 934,067 962,238 957,896
そ の 他 122,155 147,382 106,721
貸 倒 引 当 金 △ 46,644 △ 55,014 △ 54,212

固 定 資 産 ( 107,358 ) 5.7 ( 108,062 ) 5.8 ( 105,473 ) 5.6
有 形 固 定 資 産 33,388 33,110 33,023
無 形 固 定 資 産 8,467 9,185 8,841
投資その他の資産 127,681 111,208 114,064
貸 倒 引 当 金 △ 62,179 △ 45,441 △ 50,456
資 産 合 計 1,877,415 100.0 1,854,014 100.0 1,870,124 100.0

［ 負 債 の 部 ］
流 動 負 債 ( 1,525,669 ) 81.3 ( 1,532,749 ) 82.7 ( 1,520,192 ) 81.3
支払手形及び買掛金 24,065 23,273 23,418
信用保証買掛金 934,067 962,238 957,896
短 期 借 入 金 461,116 394,584 410,075
賞 与 引 当 金 1,187 1,216 1,173
そ の 他 105,233 151,435 127,628

固 定 負 債 ( 305,874 ) 16.3 ( 270,953 ) 14.6 ( 304,465 ) 16.3
長 期 借 入 金 301,573 267,090 297,950
退職給付引当金 2,020 251 2,253
そ の 他 2,279 3,611 4,261
負 債 合 計 1,831,544 97.6 1,803,702 97.3 1,824,657 97.6

［ 少数株主持分 ］
少 数 株 主 持 分 ( ― ) ― ( ― ) ― ( ― ) ―

［ 資 本 の 部 ］
資 本 金 ( 31,150 ) 1.6 ( 31,150 ) 1.7 ( 31,150 ) 1.7
資 本 剰 余 金 ( 15,000 ) 0.8 ( 15,000 ) 0.8 ( 15,000 ) 0.8
利 益 剰 余 金 ( 58 ) 0.0 ( 1,025 ) 0.0 ( 419 ) 0.0
その他有価証券評価差額金 (△ 581 ) △  0.0 ( 1,911 ) 0.1 ( △ 1,094 ) △  0.1
為替換算調整勘定 ( 246 ) 0.0 ( 1,229 ) 0.1 ( △ 4 ) △  0.0
自 己 株 式 (△ 3 ) △  0.0 ( △ 4 ) △  0.0 ( △ 4 ) △  0.0
資 本 合 計 45,870 2.4 50,311 2.7 45,466 2.4
負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計

1,877,415 100.0 1,854,014 100.0 1,870,124 100.0
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中  間  連  結  損  益  計  算  書

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

（ 自 平成１４年４月　１日
至 平成１４年９月３０日 ）（

自 平成１５年４月　１日
至 平成１５年９月３０日 ）（

自 平成１４年４月　１日
至 平成１５年３月３１日 ）

期   別

科   目 金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比
百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 50,821 ) 100.0 ( 53,198 ) 100.0 ( 106,255 ) 100.0
総合あっせん収益 2,037 2,322 4,163
個品あっせん収益 10,968 9,078 20,467
信 用 保 証 収 益 16,276 16,526 33,572
融 資 収 益 17,723 22,463 40,239
金 融 収 益 525 340 777
（ 受  取  利  息 ） ( 6 ) ( 5 ) ( 9 )
（ そ    の    他 ） ( 518 ) ( 334 ) ( 767 )
その他の営業収益 3,289 2,467 7,033

営 業 費 用 ( 50,236 ) 98.8 ( 51,436 ) 96.7 ( 103,986 ) 97.9
販売費及び一般管理費 40,686 42,438 83,773
金 融 費 用 9,550 8,998 20,212
（ 支  払  利  息 ） ( 9,387 ) ( 8,774 ) ( 18,616 )
（ そ    の    他 ） ( 162 ) ( 224 ) ( 1,596 )

営 業 利 益 584 1.2 1,761 3.3 2,268 2.1

営 業 外 収 益 ( 157 ) 0.3 ( 271 ) 0.5 ( 336 ) 0.3
持 分 法 投 資 利 益 108 213 224
雑 収 入 49 58 112

営 業 外 費 用 ( 39 ) 0.1 ( 74 ) 0.1 ( 132 ) 0.1
雑 損 失 39 74 132

経 常 利 益 702 1.4 1,958 3.7 2,472 2.3

特 別 利 益 ( ― ) ― ( 2,034 ) 3.8 ( ― ) ―
厚生年金基金代行部分返上益 ― 2,034 ―

特 別 損 失 ( ― ) ― ( 1,672 ) 3.2 ( ― ) ―
特 別 退 職 金 ― 1,347 ―
個人情報流出事故損失 ― 184 ―

そ の 他 ― 139 ―

税金等調整前中間(当期)純利益 702 1.4 2,320 4.3 2,472 2.3

法人税、住民税及び事業税 77 0.2 66 0.1 169 0.1

法 人 税 等 調 整 額 278 0.5 1,647 3.1 1,596 1.5

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 345 0.7 605 1.1 706 0.7
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中  間  連  結  剰  余  金  計  算  書

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期期  別

科  目
（ 自 平成１４年４月　１日
至 平成１４年９月３０日 ）（ 自 平成１５年４月　１日

至 平成１５年９月３０日 ）（ 自 平成１４年４月　１日
至 平成１５年３月３１日 ）

［ 資本剰余金の部 ］
百万円 百万円 百万円

資本剰余金期首残高 5,024 15,000 5,024

資 本 剰 余 金 増 加 高
増資による新株の発行 15,000 ― 15,000

資 本 剰 余 金 減 少 高
資本準備金取崩額 5,024 ― 5,024

資本剰余金中間期末(期末)残高 15,000 15,000 15,000

［ 利益剰余金の部 ］

利益剰余金期首残高 △ 21,462 419 △ 21,462

利 益 剰 余 金 増 加 高 21,520 605 21,882
中間(当期)純利益 345 605 706

資本準備金取崩額 5,024 ― 5,024

減資による欠損金補填額 16,150 ― 16,150

利益剰余金中間期末(期末)残高 58 1,025 419
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中間連結キャッシュ・フロー計算書

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期期  別

科  目
（ 自 平成１４年４月　１日
至 平成１４年９月３０日

）（ 自 平成１５年４月　１日
至 平成１５年９月３０日

）（ 自 平成１４年４月　１日
至 平成１５年３月３１日

）

百万円 百万円 百万円
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間(当期)純利益 702 2,320 2,472
減 価 償 却 費 2,641 2,535 5,099
固 定 資 産 廃 棄 費 176 78 405
貸倒引当金の増減額(減少:△) △ 4,264 △ 4,213 △ 8,418
退職給付引当金の増減額(減少:△) 234 △ 2,002 467
投 資 有 価 証 券 評 価 損 83 158 1,454
そ の 他 の 非 資 金 分 89 96 300
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 309 ― △ 309
受取利息及び受取配当金 △ 216 △ 340 △ 467
支 払 利 息 9,387 8,774 18,573
持 分 法による投資利益 △ 108 △ 213 △ 224
売上債権の増減額(増加:△) 37,121 38,082 27,799
仕入債務の増減額(減少:△) 12,843 15,722 9,872
その他の資産及び負債の増減額 △ 162 100 △ 959

　　　　　　小　　　　　　計 58,219 61,100 56,062
利息及び配当金の受取額 214 339 492
利 息 の 支 払 額 △ 8,964 △ 8,786 △ 17,756
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 135 △ 124 △ 180

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 49,334 52,528 38,617
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 499 △ 499 △ 1,499
有価証券の売却による収入 500 500 1,500
有形固定資産の取得による支出 △ 1,804 △ 787 △ 3,453
有形固定資産の売却による収入 61 43 86
無形固定資産の取得による支出 △ 1,529 △ 1,249 △ 2,800
投資有価証券の取得による支出 △ 420 ― △ 553
投資有価証券の売却による収入 501 ― 616
定期預金預入れによる支出 △ 4,562 ― △ 1,868
定期預金払い戻しによる収入 ― 2,691 ―
そ の 他 36 △ 3,940 1,153

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,717 △ 3,242 △ 6,818
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額(減少:△) △ 70,412 △ 15,665 △ 124,173
長 期 借入れによる収入 141,895 47,263 205,211
長期借入金の返済による支出 △ 123,669 △ 77,949 △ 187,888
増 資 30,000 ― 30,000
そ の 他 20,297 17,629 46,996

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,888 △ 28,721 △ 29,854
Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 56 249 △ 96
Ⅴ現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 39,671 20,814 1,848
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 91,259 93,107 91,259
Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 130,930 113,921 93,107
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］
１．連結の範囲に関する事項
　　 (1) 連結子会社数      ７社

　　 (2) 主要な連結子会社名
・ アプラスリース 株式会社
・ パシフィック・オート・トレーディング 株式会社
・ 株式会社 アプラスビジネスサービス
・ DAISHINPAN (CANADA) INC.

２．持分法の適用に関する事項
　　 持分法を適用した関連会社    １社

・ フロンティア債権回収 株式会社

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
　　 連結子会社のうち、DAISHINPAN (CANADA) INC.の中間決算日は 6月 30 日でありますが、中間連結

財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整を行うこととしております。

４．会計処理基準に関する事項
(1)  重要な資産の評価基準および評価方法

　　　 ① 有 価 証 券

　　　　ア．満期保有目的債券   ……… 償却原価法を採用しております。

　　　　イ．そ の 他 有 価 証 券
　　　　　 (ｱ) 時価のあるもの  ……… 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法を採用して

おります。
なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。

　　　　　 (ｲ) 時価のないもの  ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

　　　 ② デリバティブ           ……… 時価法を採用しております。

　　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①  有形固定資産
 ア．貸与資産

　　　　　　 リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とする定額法
を採用しております。

 イ．その他の有形固定資産
　　　　　　 定率法を採用しております。
　　　　　　 ただし、アプラス東京ビル等の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。
　　　 ② 無形固定資産
　　　　　　 自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（８年）に基づく定額法を採用し

ております。

　　 (3) 重要な引当金の計上基準
　　　 ① 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内
容を検討し、必要額を計上しております。

　　　 ② 賞与引当金
従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

　　　 ③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額
に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。
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（追加情報）
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成

１５年７月２５日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。
これに伴い当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協
会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日
において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理して
おります。
本処理に伴い損益に与えた影響額は、特別利益として２,０３４百万円計上しております。
なお、当中間期末における年金資産の返還相当額は、４,７０３百万円であります。

　　 (4) 重要なリース取引の処理方法
　　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　 (5) 重要なヘッジ会計の方法
　　　 繰延ヘッジを採用しております。
　　　 なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用

しております。
　　　 当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプショ

ン取引および金利スワップ取引を選択する方針であり、当中間期においては、借入金を対
象に金利オプション取引および金利スワップ取引を実施しております。

　　　 有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、
行っております。

　　 (6) 収益の計上基準
収益の計上基準は、次の方法によっております。

　　　　　　 総合あっせん収益 ……… 主として残債方式により計上する方法
　　　　　　 個品あっせん収益 ……… 主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法
　　　　　　 信 用 保 証 収 益 ……… 主として保証契約時に計上する方法
　　　　　　 融 資 収 益 ……… 主として残債方式により計上する方法

　　 (7) 消費税等の会計処理
　　　 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。
　　　 また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」に計上し、５年間で

均等償却を行っております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金および流動性が高く容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する短期的な投資からなってお
ります。
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［注  記］
（中間連結貸借対照表関係）

( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前 　 　 期 )
１．有形固定資産の減価償却累計額 16,369 百万円 16,224 百万円 15,790 百万円
１． 担 保 に 供 し ている資産等 146,464 百万円 216,460 百万円 215,428 百万円
３．保 証 債 務 残 高 273,686 百万円 228,461 百万円 249,698 百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前 　 　 期 )
現 金 及 び 預 金 勘 定 94,375 百万円 69,382 百万円 87,898 百万円
流動資産のその他に含まれる現金同等物 42,820 45,417 8,779

計 137,195 114,800 96,677

預入期間が3ヵ月を超える定期預金 △　6,264 △　　878 △　3,570
現金及び現金同等物の期末残高 130,930 113,921 93,107

（セ グ メ ン ト 情 報）

　（前中間期、当中間期および前期）

     １．事業の種類別セグメント情報
当社および連結子会社は、総合あっせん、個品あっせん、信用保証、融資等の業務を主に営
んでおり、これらの業務は信用供与から回収まで事業の種類、性質等が類似しているため、
記載しておりません。

     ２．所在地別セグメント情報
全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の
割合がいずれも９０％を超えているため、記載しておりません。

     ３．海外売上高
海外売上高は連結売上高の１０％未満のため、記載しておりません。
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（有 価 証 券 関 係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

前 中 間 期
（平成 14 年 9 月 30 日現在）

当 中 間 期
（平成 15 年 9 月 30 日現在）

前 期
（平成 15 年 3 月 31 日現在）

種　　　　　類 中間連結
貸借対照表
計 上 額

時　　価 差　　額
中間連結
貸借対照表
計 上 額

時　　価 差　　額
連 結
貸借対照表
計 上 額

時　　価 差　　額

国債・地方債等 1,514 1,514 0 1,514 1,514 0 1,514 1,514 0

２．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

前 中 間 期
（平成 14 年 9 月 30 日現在）

当 中 間 期
（平成 15 年 9 月 30 日現在）

前 期
（平成 15 年 3 月 31 日現在）

種　　　　　類
取得原価

中間連結
貸借対照表
計 上 額

差　　額 取得原価
中間連結
貸借対照表
計 上 額

差　　額 取得原価
連 結
貸借対照表
計 上 額

差　　額

株 式 9,560 8,547 △1,012 8,190 11,408 3,217 8,190 6,326 △1,864
そ の 他 100 101 1 － － － － － －
合 計 9,660 8,648 △1,011 8,190 11,408 3,217 8,190 6,326 △1,864

３．時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結(連結)貸借対照表計上額
（単位：百万円）

前 中 間 期
（平成 14 年 9 月 30 日現在）

当 中 間 期
（平成 15 年 9 月 30 日現在）

前 期
（平成 15 年 3 月 31 日現在）種　　　　　類

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

関 連 会 社 株 式 654 983 770
その他有価証券
非 上 場 株 式
(店頭売買株式を除く)

2,029 1,976 2,138

（期末発行済株式数（連結））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：株）
前　中　間　期 当　中　間　期 前　　　　　期

普 通 株 式 63,840,054 63,823,995 63,828,040
Ａ 種 優 先 株 式 5,000,000 5,000,000 5,000,000
Ｂ 種 優 先 株 式 10,000,000 10,000,000 10,000,000
Ｃ 種 優 先 株 式 15,000,000 15,000,000 15,000,000
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中  間  連  結  取  扱  高  明  細

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

（ 自 平成１４年４月　１日
至 平成１４年９月３０日 ）（ 自 平成１５年４月　１日

至 平成１５年９月３０日 ）（ 自 平成１４年４月　１日
至 平成１５年３月３１日 ）

期    別

部 門 別 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比
百万円 % 百万円 % 百万円 %

62,140 72,934 130,185総 合 あ っ せ ん
( 62,015 )

8.0
( 72,764 )

8.7
( 129,900 )

8.3

94,449 90,761 186,407
個 品 あ っ せ ん

( 88,047 )
12.2

( 84,891 )
10.9

( 173,914 )
12.0

234,589 234,918 481,675
信 用 保 証

( 207,723 )
30.3

( 207,768 )
28.2

( 426,570 )
30.9

95,793 95,238 176,225
融 資

( 95,793 )
12.3

( 95,238 )
11.4

( 176,225 )
11.3

そ の 他 288,380 37.2 339,710 40.8 585,467 37.5

合 計 775,353 100.0 833,563 100.0 1,559,962 100.0

 （注） （   ）内は元本取扱高であります。
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平成１５年１１月２１日

平成１６年３月期  個別中間財務諸表の概要

上 場 会 社 名  株式会社  ア プ ラ ス                     上場取引所(所属部)  大証(市場第一部)
コ ー ド 番 号  ８５８９                                  本社所在都道府県  大阪府
(ＵＲＬ　http://www.aplus.co.jp)
代 表 者    役職名  取 締 役 社 長    氏名  杉 山　淳 二
問合せ先責任者    役職名  企 画 部 長    氏名  籠 谷  修 司    ＴＥＬ (06) 6245 - 7952
決算取締役会開催日    平成１５年１１月２１日                  中間配当制度の有無  有
中間配当支払開始日        ――――                            単元株制度採用の有無  有 (1単元 500 株)

１．１５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）
（１）経 営 成 績                                                                            （百万円未満切捨）

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年９月中間期 ５３,０５６ （ ７.０） １,６１２ （ ２１５.０） １,５９９ （ １９８.４）
１４年９月中間期 ４９,５７１ （ △ １２.８） ５１１ （ △ ７９.８） ５３６ （ △ ７８.９）
１５年３月期 １０３,６３４ ２,１０５ ２,１０９

中間（当期）純利益
１ 株 当 た り
中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭
１５年９月中間期 ２７９ （ ３３.３） ４ ３８
１４年９月中間期 ２１０ （ △ ８４.９） ３ ２９
１５年３月期 ４１８ ６ ５６
                                  １５年９月中間期  　６３,８２６,０１７株
 （注） 1. 期 中 平 均 株 式 数   １４年９月中間期  　６３,８４７,４３８株
               (普通株式)         １５ 年 ３ 月 期  　６３,８４１,４３１株
        2. 会計処理方法の変更     無
        3. 営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）配 当 状 況
１ 株 当 た り
中 間 配 当 金

１  株  当  た  り
年  間  配  当  金

円 銭 円 銭
１５年９月中間期 ０ ０ ――――
１４年９月中間期 ０ ０ ――――
１５年３月期 ―――― ０ ０

（３）財 政 状 態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１５年９月中間期 １,８４９,５５５ ４８,７９３ ２.６ ２９４ ４６
１４年９月中間期 １,８７６,３４５ ４５,７６９ ２.４ ２４７ ０２
１５年３月期 １,８６６,４９５ ４５,４６４ ２.４ ２４２ ２８
                                   １５年９月中間期  　６３,８２３,９９５株        優先株式数については、
 （注） 1. 期末発行済株式数    １４年９月中間期  　６３,８４０,０５４株        １４ページを参照してください。
                (普通株式)         １５ 年 ３ 月 期  　６３,８２８,０４０株
                                   １５年９月中間期           ３５,２５６株
        2. 期 末 自 己 株 式 数    １４年９月中間期           １９,１９７株
                (普通株式)         １５ 年 ３ 月 期           ３１,２１１株

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益
期 末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
通 期 １０７,０００ ３,０００ ７００ ０ ０ ０ ０

 （参考）１株当たり予想当期純利益(通期)      １０円  ９７銭
 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の６ページを参照してください。
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中 間 貸 借 対 照 表

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期 の 要 約
貸 借 対 照 表

(平成１４年９月３０日現在) (平成１５年９月３０日現在) (平成１５年３月３１日現在)

                    期   別

 科   目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

［ 資 産 の 部 ］ 百万円 % 百万円 % 百万円 %

流 動 資 産 ( 1,774,146 ) 94.6 ( 1,747,161 ) 94.5 ( 1,766,240 ) 94.6
現 金 及 び 預 金 92,730 67,373 85,721
割 賦 売 掛 金 654,587 620,328 655,308
信用保証割賦売掛金 934,067 962,238 957,896
そ の 他 138,743 152,043 120,794
貸 倒 引 当 金 △ 45,982 △ 54,823 △ 53,482

固 定 資 産 ( 102,199 ) 5.4 ( 102,394 ) 5.5 ( 100,255 ) 5.4
有 形 固 定 資 産 20,809 20,379 20,507
無 形 固 定 資 産 8,100 8,939 8,474
投資その他の資産 134,674 118,058 121,271
貸 倒 引 当 金 △ 61,385 △ 44,983 △ 49,998
資 産 合 計 1,876,345 100.0 1,849,555 100.0 1,866,495 100.0

［ 負 債 の 部 ］
流 動 負 債 ( 1,524,908 ) 81.3 ( 1,531,269 ) 82.8 ( 1,518,566 ) 81.4
支 払 手 形 11,104 10,108 9,740
買 掛 金 12,473 12,838 13,210
信用保証買掛金 934,067 962,238 957,896
短 期 借 入 金 461,116 394,584 410,075
賞 与 引 当 金 1,187 1,216 1,173
そ の 他 104,959 150,283 126,470

固 定 負 債 ( 305,667 ) 16.3 ( 269,492 ) 14.6 ( 302,464 ) 16.2
長 期 借 入 金 301,573 267,090 297,950
退職給付引当金 2,020 251 2,253
そ の 他 2,072 2,150 2,260
負 債 合 計 1,830,576 97.6 1,800,762 97.4 1,821,031 97.6

［ 資 本 の 部 ］
資 本 金 ( 31,150 ) 1.6 ( 31,150 ) 1.7 ( 31,150 ) 1.7
資 本 剰 余 金 ( 15,000 ) 0.8 ( 15,000 ) 0.8 ( 15,000 ) 0.8
資 本 準 備 金 15,000 15,000 15,000

利 益 剰 余 金 ( 203 ) 0.0 ( 736 ) 0.0 ( 412 ) 0.0
中間(当期)未処分利益 203 736 412

その他有価証券評価差額金 (△ 581 ) △ 0.0 ( 1,911 ) 0.1 ( △ 1,094 ) △ 0.1
自 己 株 式 (△ 3 ) △ 0.0 ( △ 4 ) △ 0.0 ( △ 4 ) △ 0.0
資 本 合 計 45,769 2.4 48,793 2.6 45,464 2.4
負債・資本合計 1,876,345 100.0 1,849,555 100.0 1,866,495 100.0
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中 間 損 益 計 算 書

前 中 間 期 当 中 間 期
前 期 の 要 約
損 益 計 算 書

（ 自 平成１４年４月　１日
至 平成１４年９月３０日 ）（

自 平成１５年４月　１日
至 平成１５年９月３０日 ）（

自 平成１４年４月　１日
至 平成１５年３月３１日 ）

期   別

科   目 金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比
百万円 % 百万円 % 百万円 %

営 業 収 益 ( 49,571 ) 100.0 ( 53,056 ) 100.0 ( 103,634 ) 100.0
総合あっせん収益 2,037 2,322 4,163
個品あっせん収益 10,968 9,078 20,467
信 用 保 証 収 益 16,276 16,526 33,572
融 資 収 益 16,771 22,530 38,308
金 融 収 益 525 339 777
（ 受  取  利  息 ） ( 6 ) ( 5 ) ( 9 )
（ そ    の    他 ） ( 518 ) ( 334 ) ( 767 )
その他の営業収益 2,992 2,258 6,344

営 業 費 用 ( 49,059 ) 99.0 ( 51,443 ) 97.0 ( 101,529 ) 98.0
販売費及び一般管理費 39,508 42,383 81,359
金 融 費 用 9,550 9,060 20,169
（ 支  払  利  息 ） ( 9,387 ) ( 8,756 ) ( 18,572 )
（ そ    の    他 ） ( 162 ) ( 303 ) ( 1,596 )

営 業 利 益 511 1.0 1,612 3.0 2,105 2.0

営 業 外 収 益 ( 63 ) 0.1 ( 61 ) 0.1 ( 137 ) 0.1
雑 収 入 63 61 137

営 業 外 費 用 ( 39 ) 0.0 ( 74 ) 0.1 ( 132 ) 0.1
雑 損 失 39 74 132

経 常 利 益 536 1.1 1,599 3.0 2,109 2.0

特 別 利 益 ( ― ) ― ( 2,034 ) 3.8 ( ― ) ―
厚生年金基金代行部分返上益 ― 2,034 ―

特 別 損 失 ( ― ) ― ( 1,672 ) 3.1 ( ― ) ―
特 別 退 職 金 ― 1,347 ―

個人情報流出事故損失 ― 184 ―

そ の 他 ― 139 ―

税引前中間(当期)純利益 536 1.1 1,961 3.7 2,109 2.0

法人税、住民税及び事業税 50 0.1 50 0.1 100 0.1

法 人 税 等 調 整 額 276 0.6 1,631 3.1 1,591 1.5

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 210 0.4 279 0.5 418 0.4

前 期 繰 越 利 益 △ 16,156 412 △ 16,156

減資による繰越損失補填額 16,150 ― 16,150

合併に伴う未処分利益受入額 ― 44 ―

中間（当期）未処分利益 203 736 412



－ 19 －

［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］
１． 資産の評価基準及び評価方法
　　 (1) 有 価 証 券
　　　 ① 満 期 保 有 目 的 債 券 ……… 償却原価法を採用しております。
　　　 ② 子会社株式及び関連会社株式 ……… 移動平均法による原価法を採用しております。
　　　 ③ そ の 他 有 価 証 券
　　　　ア．時価のあるもの     ……… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は移動平均法により算定しております。

イ． 時価のないもの     ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

　　 (2) デリバティブ            ……… 時価法を採用しております。

２．有形固定資産の減価償却の方法
(1)  貸与資産は、リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とす

　　　　 る定額法を採用しております。
　　 (2) その他の有形固定資産は、定率法を採用しております。
 　　　  ただし、アプラス東京ビル等の建物及び構築物ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております｡

３．無形固定資産の減価償却の方法
      自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（８年）に基づく定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準
　　 (1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の内容を
検討し、必要額を計上しております。

　　 (2) 賞与引当金
従業員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

　　 (3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基
づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。
（追加情報）
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１５
年７月２５日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。
これに伴い当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会
会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日にお
いて代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しており
ます。
本処理に伴い損益に与えた影響額は、特別利益として２,０３４百万円計上しております。
なお、当中間期末における年金資産の返還相当額は、４,７０３百万円であります。

５．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡

６．ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジを採用しております。
なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採用してお
ります。
当社は、為替変動リスクに対して為替予約取引を、金利変動リスクに対して金利オプション取引
および金利スワップ取引を選択する方針であり、当中間期においては、借入金を対象に金利オプ
ション取引および金利スワップ取引を実施しております。
有効性の評価は、借入金の金利変動リスクがヘッジされているかを検証することにより、行って
おります。
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７．収益の計上基準
　　　収益の計上基準は、次の方法によっております。
　　　　総合あっせん収益 ……… 主として残債方式により計上する方法
　　　　個品あっせん収益 ……… 主として割賦購入あっせん契約時に計上する方法
　　　　信 用 保 証 収 益 ……… 主として保証契約時に計上する方法
　　　　融 資 収 益 ……… 主として残債方式により計上する方法

８．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。
また、固定資産に係る控除対象外消費税等は、「投資その他の資産」に計上し、５年間で均等償
却を行っております。

［注  記］
( 前 中 間 期 ) ( 当 中 間 期 ) ( 前 　 　 期 )

（中間貸借対照表関係）
１．有形固定資産の減価償却累計額 5,236 百万円 4,625 百万円 4,474 百万円
２．担 保 に 供 し て い る 資 産 146,464 百万円 214,230 百万円 212,528 百万円
３．保 証 債 務 残 高 273,686 百万円 228,461 百万円 249,698 百万円

（中間損益計算書関係）
    減 価 償 却 実 施 額

有 形 固 定 資 産 331 百万円 250 百万円 475 百万円
無 形 固 定 資 産 958 百万円 881 百万円 1,883 百万円


